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 shall not be suspended/debarred by Ja‑
pan Pension Service, from participating
in tenders. This includes suppliers who
employ such persons as their agents or
representatives.
 shall have Grade A, Grade B or Grade
C on Manufacture of products in the
Kanto‑Koshinetsu Area in terms of quali‑
fication for participating in tenders by
Ministry of Health, Labour and Welfare
(Government‑wide qualification) in the
fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 shall meet qualification as indicated in
the tendering instructions.

 Time‑limit for tender :
 18 : 00, 15 October, 2026
 18 : 00, 20 October, 2026
 Contact point for the notice : Marina Ta‑
teishi, Contracting Group, Procurement
Management Department, Japan Pension
Service, 3524, Takaido‑nishi, Sugina‑
mi‑ku, Tokyo 1688505 Japan TEL : 03
53441100

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
東北地方整備局副局長 木本 仁

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
〇第３号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 青森港油川地区航路・泊地（－12
ｍ）外浚渫工事（電子入札対象案件）（電子契
約対象案件）
 工事場所 青森県青森港内
 工事内容 本工事は浚渫工、土捨工を施工
するものである。
 工期 契約締結日から令和９年７月30日ま
で
 本工事は、技術提案評価型Ｓ型で求めてい
る技術提案（以下、「通常技術提案」という。）
に加えて、軽微な設計図書の変更を許容した
技術提案（以下、「技術向上提案」という。）等
について記述した、競争参加資格確認申請書
（以下、「申請書」という。）及び競争参加資格
確認資料（以下、「資料」という。）を受け付け、
価格以外の要素と価格を総合的に評価して落
札者を決定する総合評価落札方式（技術提案

評価型ＳⅠ型）の試行工事であり、品質確保
のための体制その他の施工体制の確保状況を
確認し、施工内容を確実に実現できるかどう
かについて審査し、評価を行う施工体制確認
型総合評価落札方式の試行工事である。
技術向上提案は、発注者が公告時の設計図
書で示す標準的な仕様案（以下、「発注者が示
す仕様」という。）に対して目的物の仕様や工
法（仮設等を含む）の軽微な変更を許容し、
さらなる工事品質の向上が図られるテーマに
ついて、競争参加者の提案を求めるものであ
る。提案された技術向上提案について、発注
者が採用を決定し設計変更内容を指示した場
合は、その提案の実施に必要な費用について
契約変更の対象とすることを認めることとす
る。
 本工事は、申請書及び資料の提出、入札等
を電子入札システムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙入札方式に代えること
ができる。
 本工事は、見積参考資料（金抜き設計書）
を開示する対象工事である。
 本工事は、主任（監理）技術者や現場代理
人として施工経験を有さない技術者（主任（監
理）技術者等未経験者）を定期的に指導する
経験豊富な技術者（技術指導者）を配置でき
る「主任（監理）技術者等未経験者育成型（工
事）」の工事である。
 本工事は、中間前金払いに代わり、出来高
に応じた部分払を選択することができる「出
来高部分払方式」の対象工事であり、出来高
部分払方式の選択にあたっては、落札決定後、
速やかに支出負担行為担当官に通知するこ
と。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するための第三者による適正性をチェックす
る試行工事である。
 本工事は賃上げを実施する企業に対して総
合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業として法令に基づく認定を受け
た企業を評価する工事である。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムによりが
たい場合は、落札決定後、速やかに発注者の
承諾を得て紙方式に代えるものとする。

 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価方式）」契約締
結後に「工事設計書」を公表する工事である。
「工事設計書」については、契約後に適宜、
東北地方整備局港湾空港部ホームページによ
り公表する。
 本工事は、別冊特記仕様書の「【別紙】試行
等一覧」に示す試行等の対象工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）又は単体有資格業者であること。
なお、特定ＪＶとして競争に参加する場合は、
別に公示する特定ＪＶの資格決定を受けるこ
と。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下、「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 東北地方整備局（港湾空港関係）における
令和７・８年度一般競争（指名競争）入札参
加資格のうち、「港湾等しゅんせつ工事」の決
定の際に算定した客観点数が次に示す数値以
上の者であること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、東北地方整備局副局長が別に定める
手続に基づく一般競争参加資格の再審査の際
に算定した当該「港湾等しゅんせつ工事」に
おける客観点数が次に示す数値以上の者であ
ること）。
１）特定ＪＶの代表者又は単体有資格業者
950点以上
２）特定ＪＶの代表者以外の構成員 750点
以上

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再決定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成23年４月１日以降に元請けとして、完
成・引き渡しが完了した次に掲げる同種工事
の施工実績を有すること。
ただし、経常建設共同企業体での実績にお
いては、代表者を含む構成員のいずれか１社
が同種工事の施工実績を有していればよい

（共同企業体の構成員としての施工実績は、
出資比率が20％以上であること。ただし、乙
型共同企業体の同種工事の施工実績について
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工を
行った分担工事の実績であること。）。
１）特定ＪＶの代表者又は単体有資格業者
・同種工事は、航路又は泊地において
220000以上のポンプ浚渫を行った工
事。

２）特定ＪＶの代表者以外の構成員
・同種工事は、航路又は泊地において浚渫
を行った工事。
なお、当該施工実績が地方整備局の発注し
た工事（港湾空港関係）に係る施工実績であ
る場合にあっては、工事成績評定点が65点未
満であるものを除く。
また、海外インフラプロジェクト技術者認
定・表彰制度により認定された海外実績（港
湾空港関係に限る）も同種工事として認める。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。なお、本工事において申請できる主任技
術者又は監理技術者は１名とする。
１）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
２）特定ＪＶの代表者又は単体有資格業者に
あっては、平成23年４月１日以降に元請け
として、完成・引き渡しが完了した次に掲
げる同種工事の施工経験を有する者である
こと。なお、競争参加者が甲型特定建設工
事共同企業体である場合は、代表者以外の
構成員について、主任技術者又は監理技術
者の工事の施工経験は求めない。
ただし、経常建設共同企業体での実績に
おいては、代表者を含む構成員のいずれか
１社の技術者が同種工事の施工経験を有し
ていればよい（共同企業体の構成員として
の施工経験は、出資比率が20％以上である
こと。ただし、乙型共同企業体の同種工事
の施工経験については、出資比率にかかわ
らず各構成員が施工を行った分担工事の経
験であること。）。
・同種工事は、航路又は泊地において浚渫
を行った工事。
特定ＪＶの代表者以外の構成員にあって
は、規定しない。





		2026-08-24T14:37:36+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



